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このたび、文部科学省では、在籍中の外国人留学生（大学、専修学校）のうち、通学圏
内にいることが確認できる留学生数について抽出調査し、別紙のとおり取りまとめました
ので、お知らせします。 
 

【大学について】 
前回(平成２３年４月２０日現在)の調査結果では、東北地区で授業開始を５月に遅ら

せている大学も多かったため、全体で86.6%、東北地区では35.1%が通学圏内にいること
が確認できる状況でした。 
今回(平成２３年５月２０日現在)の結果では全体で96.0%、東北地区でも86.5%の学生

が通学圏内にいることが確認できる状況となっています。 
 
【専修学校について】 

今回(平成２３年５月２０日現在)の結果では、全体で98.3%、東北地区でも87.4%の学
生が通学圏内にいることが確認できる状況となっています。 
 
なお、今回の調査では、より精度の高いデータを取得するため、大学の対象校を前回の

７０校からほぼ倍の１３５校に増やしています(前回の調査対象校もすべて含んでおり、前
回調査との単純比較も可能です。)。 
専修学校については、今回から調査対象（８７校）としており、７１校から回答があり

ました。（回答率81.6%） 



（別紙） 

 

 
東日本大震災に伴う外国人留学生（大学）の在籍・就学状況について 

(平成２３年５月２０日現在) 
(対象１３５校) 

    

留学生を受入れている

全国の国公私立大学

（135 校）の留学生数 

a 

大学所在地（通学圏内）

にいることが確認できる

留学生数 

ｂ 

通学圏内にいることが 

確認できる割合（c＝b/a） 

33,867 人 32,524 人 96.0%

北海道 2,242 人 2,227 人 99.3%

東北 2,939 人 2,542 人 86.5%

関東 9,658 人 9,186 人 95.1%

中部 3,781 人 3,678 人 97.3%

近畿 6,692 人 6,488 人 97.0%

中国 3,166 人 3,093 人 97.7%

四国 1,101 人 1,054 人 95.7%

九州 4,288 人 4,256 人 99.3%

         文部科学省高等教育局学生・留学生課調査（平成23年5月20日現在）

※1 この調査でいう「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留

資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）において教育を受ける外

国人学生をいう。 

※2留学生受入れの国公私立大学のうち、地域・規模を考慮した任意の１３５校を対象として集計。

※3 平成２３年４月２０日現在の調査対象と同じ７０校の状況を集計したものは(参考１)を参照。 

※4 平成２３年４月２０日現在の調査結果は(参考２)を参照。 

※5 各大学で把握しえた限りのおおまかな数字であり完全に正確なものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

 
東日本大震災に伴う外国人留学生（専修学校）の在籍・就学状況について 

(平成２３年５月２０日現在) 
(対象７１校) 

    

留学生を受入れている

全国の専修学校 

（71 校）の留学生数 

a 

専修学校所在地 

（通学圏内）にいることが

確認できる留学生数 

ｂ 

通学圏内にいることが 

確認できる割合（c＝b/a） 

6,555 人 6,442 人 98.3%

北海道 24 人 24 人 100.0%

東北 182 人 159 人 87.4%

関東 3,421 人 3,358 人 98.2%

中部 861 人 843 人 97.9%

近畿 1,353 人 1,349 人 99.7%

中国 343 人 340 人 99.1%

四国 104 人 104 人 100.0%

九州 267 人 265 人 99.3%

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課調査（平成 23 年 5 月 20 日現在）

※1 この調査でいう「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留

資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国の専修学校において教育を受ける外国人生徒をい

う。 

※2 留学生受入れの専修学校のうち、地域・規模を考慮した任意の７１校を対象として集計。 

※3 各専修学校で把握しえた限りのおおまかな数字であり完全に正確なものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考１） 

 

 
東日本大震災に伴う外国人留学生（大学）の在籍・就学状況について 

(平成２３年５月２０日現在) 
(対象７０校) 

    

留学生を受入れている全国の国公

私立大学（70 校）の留学生数 

a 

大学所在地（通学圏内）に

いることが確認できる 

留学生数 

b 

通学圏内に

いることが確

認できる割合

（c＝b/a） 

(参考) 

前 回 調 査

結果 

20,290 人 19,361 人 95.4% 86.6%

北海道 594 人 587 人 98.8% 97.7%

東北 2,283 人 1,975 人 86.5% 35.1%

関東 6,287 人 5,962 人 94.8% 87.2%

中部 2,541 人 2,473 人 97.3% 94.1%

近畿 3,565 人 3,437 人 96.4% 96.0%

中国 1,272 人 1,234 人 97.0% 96.5%

四国 617 人 576 人 93.4% 91.7%

九州 3,131 人 3,117 人 99.6% 99.5%

         文部科学省高等教育局学生・留学生課調査（平成23年5月20日現在）

※1 この調査でいう「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留

資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）において教育を受ける外

国人学生をいう。 

※2 平成２３年４月２０日現在の調査対象と同じ７０校を集計。 

※3 各大学で把握しえた限りのおおまかな数字であり完全に正確なものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考２） 

 

 
東日本大震災に伴う外国人留学生（大学）の在籍・就学状況について 

(平成２３年４月２０日現在) 
    

留学生を受入れてい

る全国の国公私立大

学（70 校）の留学生数

a 

大学所在地（通学圏内）に

いることが確認できる 

留学生数 

ｂ 

通学圏内にいることが 

確認できる割合（c＝b/a） 

20,376 人 17,643 人 86.6％

北海道 571 人 558 人 97.7％

東北 2,316 人 814 人 35.1％

関東 6,341 人 5,527 人 87.2％

中部 2,499 人 2,351 人 94.1％

近畿 3,604 人 3,461 人 96.0％

中国 1,274 人 1,229 人 96.5％

四国 618 人 567 人 91.7％

九州 3,153 人 3,136 人 99.5％

         文部科学省高等教育局学生・留学生課調査（平成23年4月20日現在）

※1 この調査でいう「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留

資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）において教育を受ける外

国人学生をいう。 

※2 留学生受入れの国公私立大学のうち、地域・規模を考慮した任意の７０校を対象として集計。 

※3 上記一覧は、平成２３年４月２０日現在の状況を集計しているが、今年度の講義が開始してい

ない大学(抽出大学のうち７校)もあるため、平成２３年５月２０日現在の状況も調査する予定。 

※4 各大学で把握しえた限りのおおまかな数字であり完全に正確なものではない。 

 



(参考３） 

 

震災後の留学生に関する取組について 

 

今回の在籍状況調査に関連して、震災後の留学生呼び戻しや引き留めをはじめ留学生関係の各大学

の取組についても提出いただいた。 

報告された取組の一例を下記のとおり紹介する。 

 

１． 京都大学の取組 

(１) 『留学生のための交通安全と防災の講習会』の開催 

・ 主に新規に渡日した留学生を対象に、警察署及び消防署の協力のもと、自転車のマナー等の交通

安全と火災・地震時の対応に関する講習会を開催し、起震車による地震体験を実施した。 

(２) 英語講義『放射能の人体への影響について』を開催 

・ 原発の影響により日本での生活に不安を覚えている留学生の不安解消等を目的とし、放射能に関

する基礎的な知識や人体への影響等について英語による説明会を開催した。 

 

２．名古屋大学の取組 

(１) 被災した新入留学生の早期宿舎受入及び４ヶ月間の共益費・寄宿料免除 

・ 宮城教育大学修士課程から本学博士後期課程に合格した学生が、被災して避難所で生活し、経

済的にも逼迫していたため、入学前に留学生用宿舎の入居を許可した。また、３月から６月分の共

益費・寄宿料を免除した。 

(２) 被災した新入留学生への生活援助金支給 

・ 名古屋大学留学生後援会において、被災した留学生に対して、１０万円を支給するとともに、希望

者には１５万円を限度として無利子で貸与する取扱要項を定めた。なお、宮城教育大学修士課程

から本学博士後期課程に合格した学生が被災し、経済的に困窮していたため、１０万円を支給し

た。  

(３) 大学のＨＰにおける震災に関する情報提供 

・ これから日本に留学する外国人学生や在学する留学生に対し、大学のホームページにおいて、震

災に伴う様々な問題について情報提供を行った。 

 

３． 倉敷芸術科学大学の取組 

(１) 震災により帰国した学生に対して、国際電話で①震災後の現状説明、②震災が学業にもたらす影響

に対する大学の方針、③大学所在地の現状、等を個別連絡した。 

(２) 大学のホームページに「２０１１年度初めの大学行事及び入国について」を掲示し学生向けに、日本

語・中国語・韓国語・英語にて新年度の行事や入国について等々をお知らせした。 

 

４． 大学等による説明会の例 

・ 北海道大学：原発事故説明会(札幌) 

・ 女子美術大学：留学情勢説明会(ソウル) 

・ 九州大学：外国人向けの安全セミナー(福岡) 

・ 広島大学：原発事故説明会(広島) 

・ 中央大学：震災説明会(上海) など 
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